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オープンイノベーションによる事業機会の共創プロセス 
― 日本ユニシス株式会社関西支社の新規事業企画プログラム（KBP）を事例に

吉　田　満　梨＊

要旨

　本稿の目的は，既存事業とは価値基準の異なる新規ビジネスを企業がどう実現

しうるかについて，実際の大企業における新規事業企画プログラムの事例を通じ

て検討することである。

　先行研究では，新たな顧客価値を実現する新規事業創出の重要性と困難性，そ

れを促進または阻害する組織的な条件について指摘されてきた。本稿では，価値

基準の変更を伴うビジネスモデル創出における，これまで十分に議論されてこな

かった課題として，「事業アイデアのスクリーニングのために従来のビジネスモデ

ルにおける価値基準を用いることができない」という点，さらに，それを社外の

リソースを取り入れたオープンイノベーションの体制で推進するならば，「そもそ

も誰をパートナーとすべきか，どのようなリソースが重要であるかを事前に特定

することが難しい」という点に焦点を当てる。

　こうした課題への手がかりとして，本稿では，社外のパートナー企業との協業

を通じて継続的に新規事業企画に取り組む，日本ユニシス関西支社の事例分析を

行う。その特徴を整理する中で，不確実性の高い新規ビジネスモデルの創出とい

う実践をパートナーと共に進めていく上での示唆を議論する。
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1．はじめに

　本稿の目的は，企業がそれまでの既存事業とは大きく異なる顧客価値を実現する新規のビジ

ネスをどう創出できるかを，実際の大企業における新規事業企画プログラムの事例を通じて検

討することである。

　まず，こうした新たな顧客価値を実現する新規事業創出は，既存の企業にとって重要である

一方で，対処が非常に困難な課題でもあることを，先行研究の議論を元に整理する。次に，こ

うした困難性を克服するためには，既存のバリューネットワークから自由な自律した組織を作

り，社外との積極的な連携によって実現する方法の有効性が指摘されてきたものの，新規ビジ

ネスモデル構築に関するより具体的なアプローチの整理が課題として残されることを確認す

る。

　これまでの先行研究では十分に議論されてこなかった課題への手がかりとして，本稿では，

社外のパートナーとの協業を通じて継続的に新規事業企画に取り組む，日本ユニシス関西支社

の実践事例を取り上げる。その特徴を整理する中で，価値基準の変化を伴う新たなビジネスモ

デルの創出という極めて不確実性の高い課題に対して，社外のパートナーと共に取り組むため

に求められるプロセスや工夫についての示唆を議論する。

2．先行研究

2-1．新たな事業機会の探索の重要性と困難性

　経済発展をもたらすイノベーションの重要性が指摘されて久しい（Schumpeter 1928, p.181）。

個々の企業にとっても，イノベーションは継続的な企業成長と競争優位をもたらすうえで極め

て重要であるため，それを促進または阻害する組織的な条件について，技術経営に関する研究

を中心に研究が蓄積されてきた。

　近年特に注目されるのは，従来の製品評価の価値基準上で性能を向上させるイノベーション

ではなく，それまでの主流事業とは異なる新たな価値基準によって価値が見出されるようなイ

ノベーションである。このような価値基準の変化を伴うイノベーションがますます重視される
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背景には，第一に，既存事業と同一の価値次元で製品性能の向上を追及するイノベーション

が，結局はコモディティ化に陥る可能性が高いこと（楠木・阿久津 2006），第二に，社会生活に

大きな影響を及ぼすイノベーションとは，必ずしも技術的な新規性の高さによってもたらされ

ている訳ではなく，技術や製品は既存のものでも，それに対する顧客の認識を変化させる「メ

ンタルモデル・イノベーション」（玉田 2015）や，異なる領域に適応させる「リ・インベンショ

ン」（三品ほか 2013，栗木 2021）によってイノベーションが生み出されることへの認識が高まっ

たことがある。とりわけ技術的及び市場的に成熟した産業では，企業がさらに成長を遂げるた

めに，価値基準の変化を伴うイノベーションの創出に対する期待は極めて高いと考えらえる。

　ただし，その実現には，同じ価値基準上で性能を向上させるイノベーションにはない困難を

伴う。価値基準の変化を伴うイノベーションの過程では，既存顧客とは異なる新たな人々に

よって市場が形成され，それまで必ずしも重要視されていなかった技術に価値が認められると

いったことが起こるが，そうした成果を過去の経験やデータに基づき合理的に予測することは

不可能であるためだ。つまり，確率予測が不可能な「ナイトの不確実性」（Knight 1921）と呼

ばれる問題を伴うのであり，持続的な性能向上を基本としてきた従来のやり方で対処すること

はできない。

　価値基準の非連続性を伴うイノベーションとそれが生ずる困難性を論じた最も著名な研究の

一つは，Christensen（1997）らによる「破壊的イノベーション」についての議論だろう。業

界を問わず，優れた経営を行い常に技術変化に対応し成功を収めてきた企業が，時として失敗

するのは一体なぜなのか。この問題に対し，Christensen（1997），Christensen & Raynor

（2003）は，イノベーションを「性能の向上を持続する」技術変化と「性能の軌跡を破壊し，

塗りかえる」技術変化の 2 種類に区別し，時として現れる後者，つまり「破壊的イノベーショ

ン」によって明確な説明を与えた 1）。

　破壊的イノベーションは大きく 2 つの性格によって特徴づけられる。第一にそれは，従来

とはまったく異なる価値評価の基準及びコストの構造を持ち，最初は主流から外れた少数の新

規顧客のみに評価される技術である 2）。Christensen は，破壊的イノベーションは必ずしも新

技術そのものの画期的な変化を伴っているわけではないことを，繰返し強調する。それはむし

ろ，新しい収益源や収益構造の変化，また，それまでの価値基準では評価されなかった製品や

技術を評価するような新しい顧客を伴って登場することによって価値を生み出す，いわばビジ

ネスモデルの変革なのである。

　ただし，こうしたイノベーションが「破壊的」と呼ばれる理由は，第二の特徴として，それ

が将来の性能向上を通じて，既存事業をも脅かす可能性があるためだ。従来の価値基準では低

い評価しか得られない破壊的イノベーションは，当初は新規顧客にしか受け入れられなくと

も，明日には既存企業が対象とする主流市場の顧客も次第に引きずり出す潜在性を持っている
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のである 3）。破壊的イノベーションには，同じ市場のローエンドの顧客に，主流顧客の需要を

下回る性能水準の製品を提供することから事業を開始し，やがて性能向上により従来の市場の

性能評価で既存技術を追い抜く場合（ローエンド型破壊），そして当初全く異なる市場で消費を

創造し，「新製品を使う方が便利だと気付いた顧客を主流市場から引きずり出し，新市場へと

引きずりこむ 4）」場合（新市場型破壊）の 2 つのパターンがあるが，いずれの破壊的イノベー

ションも，従来の価値基準では収益性が低く魅力の無い顧客か，あるいは全く新規の顧客を対

象にしているため，既存企業は破壊が最終段階にいたるまで脅威をほとんど感じない 5）。しか

し，痛みを感じた時には，既存顧客のかなりの部分を奪われ，取り返しがつかない状況に陥っ

ている恐れがあるのである。

2-2．バリューネットワークの変更困難性への対処

　持続的イノベーションと破壊的イノベーションを区別するものは，技術自体の革新度合いで

はなく，顧客やコスト構造，すなわち全体的なビジネスモデルの体系の違いと言える。その全

体の体系を Christensen は，「バリューネットワーク」という概念で説明している。

　バリューネットワークは，「用途と顧客の集合」，「競争と消費が行われる一つの平面」6）や

「入れ子構造になった生産者と市場のネットワーク 7）」と定義される。企業は，それまでの競

争戦略とりわけ過去の市場選択を通じて特定のバリューネットワークを形成するが，一旦形成

されたバリューネットワークはそこに属する企業に，企業活動における価値基準を提供するこ

とで強力な影響を及ぼすことになる 8）。

　例えば，同じ製品や技術であっても，その性能の評価指標はバリューネットワークが異なれ

ば全く異なるため，新しい技術の経済的価値に対する認識の仕方も規定する。例えばディスク

ドライブという製品の性能は，「企業経営情報システム」というバリューネットワークでは，

記憶容量，処理速度，信頼性の評価基準が適用されるが，「ポータブル・パソコン」というバ

リューネットワークに組み込まれると，耐久性，省電力，大きさの価値基準で測られるように

なる（Christensen（1997），邦訳 p67.）。またこの例からも分かるように，異なるバリューネッ

トワークが同じ業界内に複数存在している場合もある。

　つまり，技術や製品の価値というのは一義的に決まる本質的なものではなく，どのようなバ

リューネットワークに位置づけられるか，つまり顧客やその用途により変化する相対的なもの

だと理解できる。しかし，既に特定のバリューネットワークに帰属する企業にとっては，自ら

の価値判断の基盤を捨て去り，別のバリューネットワークへと移行することは非常に困難とな

る。とりわけ既存のバリューネットワークで十分な利益を得られる企業は，あえて破壊的イノ

ベーションを生み出し，利益率で下回る新規のバリューネットワークに参加する動機を持たな

いだろう。「企業は，顧客がその製品を求めているとわかれば，技術的にリスクの大きなプロ
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ジェクトにも投資を惜しまない。しかし，収益性の高い既存顧客が製品を求めなければ，はる

かに単純な破壊的プロジェクトを完成するための資金も集められない」（Christensen 1997, p.147）

のである。

　それでは既存の主要企業は，どのように自ら破壊的イノベーションを生み出すことができる

のか。この問題に対する Christensen の結論は，次のようなものだ。既存の価値基準の内部

では破壊的イノベーションは排除されてしまうため，「新しい価値基準を生み出せる唯一の方

法は，新しいコスト構造を持った新しい事業部門を設置すること 9）」だ。つまり，破壊的イノ

ベーションのためには，既存のバリューネットワークから自由な，小規模で新しい組織によっ

て新しい顧客を担うしかないことを主張するのである。こうした方法は，抵抗する組織内外の

諸力を理解し，どのように破壊的事業を成長事業に育てるかについての有益な示唆を与えるも

のであり，実際に取り入れた企業が新たなビジネスの創造に成功する事例も生まれている。

　日本の産業界でもこうした見解を踏まえた取り組みが進んでいる。一般社団法人日本経済団

体連合会は，2018 年に発表した提言「Society 5.0 －ともに創造する未来－」10）の中で，既存

の組織によるイノベーティブな新規事業の創出のためには，会社本体と意思決定や評価制度を

切り離し，物理的にも距離を置いた異質な組織を「出島」11）のように立ち上げることが有効

だとしている（p.27）12）。現実の出島は，イノベーション推進を担う専門部署やコーポレート

ベンチャーキャピタル（CVS）など様々な形態を持つが，こうした方策は多くの大企業に普及

し，2018 年に公益財団法人日本生産性本部が実施したアンケート調査 13）では，回答企業 238

社のうち 22.7%（54 社）が「出島」と呼びうる組織を「設置している」と回答している。

2-3．「出島」と「オープンイノベーション」によるイノベーションの課題

　ただし，こうした方策を用いても，既存企業による破壊的イノベーションの創出はいくつか

の困難性が伴うと考えられる。そうした困難性は，出島のマネジメントとオープンイノベー

ションを活用した事業開発，という 2 つの側面で起こりうる。

　まず「出島」形式の異質な組織を作るにあたっては，第一に，既存組織からの適切な距離を

どのように設計するかが，容易でない問題となる。柳沢（2019）によれば，イノベーションを

推進する出島を設置する大企業が抱える悩みとして，「出島の案件も従来の意思決定ルールで

評価される」，「投資の意思決定権限がないため社外のベンチャーのスピード感に合わない」，

「出島にも会社本体の組織文化に染まった人材が集まる」などが挙げられるという（柳沢 2019, 

p.2）。こうした問題は，既存事業のバリューネットワークから自由であるべき，という出島を

作る本来の目的の達成が不十分な現状を示している。樋原（2017）は，実際に新規事業部など

の名称で新たな組織が設置されても，「出島」と言えるほどの独立性が与えられていない場合

が多く，更に悪い場合には，他の部門よりも下位の序列に置かれているため，意思決定に際し
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て既存の上位部門すべての承諾が必要になる場合もあることを指摘する。

　逆に，出島が会社本体から十分距離を置いた，自律的な意思決定が可能な組織である場合に

は，既存のバリューネットワークに囚われることなく，破壊的イノベーションを生み出せる可

能性があるが，そうなると今度は R&D プロジェクトでは「Not Invented Here（NIH）シン

ドローム」（Katz & Allen 1982）として知られる自前主義による抵抗を受ける恐れがある。つま

り，切り離された場所で生み出されたイノベーションには，既存事業との接続困難性が生ま

れ，会社本体からの十分な資源動員や既存事業への活用を含む成果の還元ができなくなる恐れ

があると言える。

　出島によるイノベーション創出の第二の問題は，出島のような自律的な組織を作れば，すな

わち破壊的イノベーションに繋がるような新規事業が生み出されるわけではない，という点

だ。既存のバリューネットワークから自由な新しい組織は，あくまで破壊的イノベーションを

阻害する組織条件を取り除くに過ぎず，新たな顧客や用途の創出を含む製品・サービス開発の

試行錯誤なくして当然イノベーションは生まれない。しかし，具体的にどのようなプロセスで

価値基準の変化を伴う新規のビジネスモデルを創造するのか，に関する方法論が十分に確立さ

れているわけではないのが現状である。楠木（2001）は，新しい顧客価値を捉えた製品を生み

出すには，既存の組織と異なる価値ネットワークに身をおく独立した自己充足的ユニットを創

造すべきとする Christensen の方法もまた，「新しいリーダーが新しいコンセプトを構想し，

そのコンセプトに基づいて新しい機能分化を発達させることによって，新しいコンセプトを

持った製品が市場化される」という「組織能力というよりも，個人の能力の問題」であると指

摘する。イノベーションを生み出す人材を待ち望むだけではなく，そうした実践者を企業内で

生み出すためのプロセスや仕組みづくりといったマネジメント努力が求められる。

　一方，「どのように新規事業を生み出すのか」という課題に関しては，社内だけでなく社外

との積極的な連携によって実現すべきと考えるオープンイノベーションの発想も広く浸透して

いる。先述の日本生産性本部によるアンケート調査でも，イノベーションを起こす環境づくり

を目的に実施している施策として，約半数の企業が，「大学や研究機関との連携やオープンイ

ノベーション」「他企業との連携やオープンイノベーション」を挙げており，またその実施傾

向は出島のある企業で有意に高いという結果が示されている（p.12）。また，出島をつくる際

の具体的な工夫としても，大学研究室のような社外の研究機関との協働やベンチャー企業や

VC との提携が挙げられている（p.8）。

　オープンイノベーションとは，「企業が自社のビジネスにおいて社外のアイデアを今まで以

上に活用し，未活用のアイデアを他社に今まで以上に活用してもらうこと」（Chesbrough 

2006）14）であり，そのためには，各企業が自社のビジネスモデルのオープン化を進め，より多

くの社外のアイデアやテクノロジーを取り込み，より多くの社内の知識を公開する必要がある



137オープンイノベーションによる事業機会の共創プロセス（吉田）

ことが主張される。確かに，「出島」のような自律した組織は，既存のバリューネットワーク

に囚われることなく，様々な社外のステークホルダーとの柔軟な関係構築が可能な点で，オー

プンイノベーションが促進されやすい環境だと言える。

　しかしオープンイノベーションは，そもそも自社におけるビジネスモデルが明確であること

を前提に 15），社外から自社にないリソースを調達する（あるいは逆に，自社のビジネスモデルで

は十分に活用できないリソースを社外に提供する）ことでイノベーションの効果と効率を高めるこ

とを目指した仕組みであり，新たなビジネスモデル自体の創出を前提とした方法論ではない。

現実のオープンイノベーションでは，既存のビジネスモデルを前提に協働に着手した後で，

パートナー企業から新たな事業提案がなされたり，パートナーとの継続的な関係性の中で当初

意図しなかった新たなビジネスモデルが見出される，といった追加的な事業機会の発見は起こ

り得るが（Chesbrough & Schwartz 2007），そうした新規事業のアイデアが自社の既存のビジネ

スモデルと非連続なものであるほど，仮に POC 製作までは進んでも，それ以上のコミットメ

ントが難しいと見なされる恐れがある。

3．残された研究課題

　これまでの先行研究の議論を踏まえて，その中で十分に議論されてこなかった重要な課題と

して，以下を検討することには意義があると言える。

　第一に，既存企業が価値基準の変化を伴う新たなビジネスモデルを生み出すための，プロセ

スや仕組みづくりといった方法論について，いっそうの整理が求められる。出島のような自律

的なイノベーション拠点の設置を含む組織環境の整備にとどまらず，既存企業の組織環境で実

際にイノベーション創出のための試行錯誤を促進する，具体的な施策が必要である。ただし先

述の通り，価値基準の変化を伴うイノベーションは，持続的な性能向上を基本とする製品・

サービス開発とは異なり，その成果を合理的に予測することが不可能な実践である。従来の価

値基準や主要顧客からの評価といった，既存のビジネスモデルをスクリーニングのための審級

として用いるならば，破壊的イノベーションに繋がるアイデアを排除してしまう恐れがある。

それでは，どのように事業化の意思決定を進めていくべきなのだろうか。

　加えて，イノベーション創出に向けて社外パートナーとの連携が活性化する中で，ビジネス

モデルを所与としたリソース調達のためのオープンイノベーションだけでなく，パートナーと

共に新たな事業創造を行う枠組みの必要性も高まっていると考える。ただし，これまでのオー

プンイノベーションに関する研究でも指摘されてきた通り，技術や市場に関する外部の知識を

深く・広く探索しようとすることは，それを理解・活用するための調整コストを増大させるこ

とになるため，探索範囲を拡大しすぎることは逆にイノベーションの成果を低下させる恐れが
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ある（Katila & Ahuja 2002，川上 2010，清水・星野 2012）。とりわけ，新たなビジネスモデルの

創出を成果とする場合には，どのパートナーが重要か，どのようなリソースの提供を求めるべ

きかを事前に特定することはほぼ不可能だ。それでは，パートナーと共に新たなビジネスモデ

ルを創出する実践は，どのような関係性とプロセスを通じて実現されるのだろうか，という第

二の課題が残される。

　こうした資源の価値やパートナーシップ，成果が事前には予測不可能であるという不確実性

は，スタートアップやイノベーションの初期フェーズでは，起業家・イノベーターが直面する

典型的な問題であると言える。それにどう対処すべきかが整理されるならば，自ら継続的に新

たなビジネスを生み出せるケイパビリティを既存企業が獲得するために，有益な知見が得られ

ると期待される。

4．事例研究

4-1．分析対象とデータ

　本研究はこうした研究課題に取り組む手がかりとして，日本ユニシス株式会社（以下，日本

ユニシス）関西支社における事業企画プログラム（KBP: Kansai Business soushutsu Project）の

事例に着目する。日本ユニシスは幅広い業界の大手企業に対してビジネスソリューションを提

供する IT サービス企業だが，KBP は，異なる文化や知識，リソースを持つ社外のパートナー

企業と共同で，新規の DX ビジネスを開発することを目的としたプログラムである。2016 年

に開始されて以来，取り組みを通じて事業化決定に至る複数の成果が生み出されている。

　著者は 2017 年度から 2020 年度まで，本プログラムにチームメンバーとして参加する立命

館大学の学生の担当教員，ならびにチームへのフィードバックを担うアドバイザーの一人とし

て KBP に関わってきた。事例に関する以下の記述は，KBP のプログラム及び講義内容を説

明した公式内部資料に加え，主催者及び参加者へのフォーマル／インフォーマルなインタ

ビューデータをもとに構成したものである。

4-2．日本ユニシス関西支社における新規事業企画プログラム（KBP）の概要

　KBP は，2016 年より日本ユニシス株式会社関西支社で取り組まれている新規事業企画プロ

グラムである。その目的は，所属を超えて編成されたチームによる短期間（最大 7 か月）の活

動を通じて，「持続的成長が見込めるサービス型ビジネスを創造する」ための事業企画を策定

することだ。KBP の参加者は，業務時間後に同社の会議室で実施されるカリキュラム（表 1）

と，それ以外の時間でのチーム活動への参加を通じて，テーマを具体化し，ビジネスモデルへ

とブラッシュアップさせていく。カリキュラムでは，まず「方法論レクチャー」とワーク
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ショップ（毎週開催，計 4 回）により，ビジネスモデル設計のための枠組み・知識を集中的に学

習し，その後チームごとに作成した事業計画案を「アドバイス会」（月に一度開催，計 3 回）で

報告し，アドバイザーからのフィードバックを得てブラッシュアップしていく。そして「最終

成果報告会」では，各チームが完成した事業計画案のプレゼンテーションを審査員（参加者の

所属組織上長ならびにアドバイザー）に対して行い，そこで事業化が承認された案件は，日本ユ

ニシスとパートナー企業の共同事業としてより具体的な検討が進められる。

　KBP の大きな特徴の一つは，プログラム全体が，日本ユニシスの執行役員・関西支社長で

ある兵働広記氏の強いイニシアティブのもとに展開されていることにある。兵働氏自らが，

「方法論レクチャー」の講師，「アドバイス会」のアドバイザー（他に外部コンサルタントと立命

館大学の教職員から構成される），最終成果報告会の審査員を務めている。そもそも兵働氏が

KBP を始めた背景は，過去に同社既存顧客への新規事業化コンサルティング及び経営企画と

してビジネスイノベーションを推進してきた経験から，自社ビジネスを取り巻く環境変化に強

い危機感を持っていたことがあった。情報社会では，通信技術の高度化・IoT・ビッグデータ・

ロボットビジネスなど，デジタルトランスフォーメーション（DX）を引き起こす題材が多々

報道されており，新たなビジネス創造のチャンスをいち早く自社ビジネスに活かすことが求め

られている。一方で，日本ユニシスを含む既存の大手 IT サービス企業では，主要市場の既存

顧客が今まで評価してきた性能指標にしたがい製品の性能を高める「持続的イノベーション」

では優れている反面，ビジネスモデルの変化を伴い，従来の製品機能に対する評価を塗り変え

るような「破壊的イノベーション」への対応では大きな困難を抱えている。そこで，自社のコ

アコンピタンスの見直しを含むような新規のビジネスモデルの創出によって，大企業自らが破

壊的イノベーションの担い手となることを志向し，KBP が構想されたのであった。

　また日本ユニシスでは，最新の技術やノウハウを元に整備された各種アセットを繋げること

で業種・業態を超えた社会課題の解決を図るべく，顧客企業と共に「ビジネスエコシステムの

創出」に向けた取り組みを推進している経験から，新たなビジネスモデルを実現するイノベー

ションを起こすには単一企業での創造では限界があることを認識していた。そこで，多様な文

化を交えて議論し，新たな発想のもとでアイデアを具現化し，ビジネスに結びつけることが，

今求められている「イノベーション」である，という考えのもと，当初からメンバーの多様性

を重視していた。KBP 第 1 期となる 2016 年下期には，まずは日本ユニシスグループ内の多

様な部署によるメンバーでチーム編成がなされたが，2017 年上期からは立命館大学の学生も

チームの一員として参加 16），2017 年下期からは外部のパートナー企業もこれに加わり，オー

プンイノベーションとしての展開が進められてきた。これまでに実施された第 1 期～第 8 期

の KBP にはのべ 149 名が参加し，実に約半数は日本ユニシス以外のメンバーから構成されて

いる（表 2 参照）。
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　KBP への応募要件は特に設けられていないため，参加を希望する社員は誰しも手を挙げる

ことができる。若手中心と考えつつも年齢制限はなく，また「創造的な思考をお持ちの方は大

歓迎」としつつも職種・スキル等は不問であり，本人のやる気が何よりも重視される。

　KBP に参加するパートナー企業は，日本ユニシスとの間に守秘義務契約（NDA）を締結し

たうえで，参加社員の交通費及び人件費については自社が負担する（参画メンバーの勤務の取り

扱いは，各企業に任されている）。一方，それ以外の外部コンサルタント費用，講師・教材費用及

び活動費に関しては，日本ユニシス関西支社が負担する。最終的に策定された成果物（事業企

画案）は，参加メンバーが所属する企業との共有著作権とし，最終報告会で事業化が決まった

場合には共同事業として実現に向けた検討に入ることになる。

　実際に，過去の KBP による事業企画からは，既に社会実装されているサービスも含めて，

事業化が決まった案件が複数生み出されている。また，残念ながら事業化に至らなかった場合

でも，KBP の期間終了後もチーム活動を継続して検証を行ったり，過去の KBP 参加者が新

たなサービスアイデアで再度事業提案を行ったりと，新たなビジネスモデル創出に向けた自発

的な取り組みを促すことに繋がっている。

表 1　KBP の主なスケジュール（2020 年度）

表 2　KBP におけるこれまでのチーム数および参加者数

（出所：KBP の説明資料より作成）

※パートナー企業のうち 1 社（4 名）が都合により途中辞退となった

（出所：KBP の説明資料より作成）

第 1 回 オリエンテーション，チーム編成，方法論レクチャー　①

第 2 回 方法論レクチャー　②　及び　ワークショップ

第 3 回 方法論レクチャー　③　及び　ワークショップ

第 4 回 方法論レクチャー　④　及び　ワークショップ

第 5 回 アドバイス会　①

第 6 回 アドバイス会　②

第 7 回 アドバイス会　③

第 8 回 最終報告会

チーム数

参加者数

日本ユニシスグループ パートナー企業 立命館大学

第 1 期（2016 年下期） 5 17 ─ ─

第 2 期（2017 年上期） 5 22 ─ 4

第 3 期（2017 年下期） 4 11 3 8

第 4 期（2018 年上期） 4 8 4 8

第 5 期（2018 年下期） 3 6 3 6

第 6 期（2019 年上期） 3 6 5 4

第 7 期（2019 年下期） 3 4 6 （2） ※ 6

第 8 期（2020 年） 4 5 5 8
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4-3．KBP のビジネスモデル設計プロセスの全体像

　まず，KBP におけるビジネスモデル設計がどのようなプロセスで進められるのか，その全

体像を確認しておく。初日のオリエンテーションでは，一人ひとりの参加者が自身の会社のビ

ジネスの延長線上にあるアイデアを持ち寄り，そのテーマをもとに 4 ～ 5 名程度のチーム編

成が行われる。また，事業創造で陥りやすい思い込みに対する留意点（事象と課題など），なぜ

今各社でイノベーションや DX 化が求められるのかについてレクチャーされ，その上で KBP

の前半 4 日間で，先述のとおり兵働氏自らがフレームワークや様々な手法を講義する，「方法

論レクチャー」が提供される。レクチャーの内容は特定のテキストブックに基づくものではな

く，兵働氏自身が実務経験を通じて有用性を見出した様々な理論やフレームワーク，知識を編

集して，オリジナルの講義資料を作成している。レクチャー内容は大きく，①妄想（アイデア

出し），②構想（サービスモデル化），③実装（ビジネスモデル化）の 3 つのフェーズから構成され，

これらの段階を通じてビジネスモデルの全体像を具体化する設計となっている（図 1 参照）。

　また，KBP の最終成果物となる事業企画案策定にあたっては，「ビジネスモデルキャンバス

（BMC: Business Model Canvas）」がテンプレートとして活用される。BMC は，Osterwalder ＆ 

Pigneur（2010）によって提案された，企業活動を 9 つの要素，すなわち「顧客セグメント

（CS: Customer Segments）」，「価値提案（VP: Value Propositions）」，「チャネル（CH: Channels）」，

「顧客関係（CR: Customer Relationships）」，「主要なリソース（KR: Key Resources）」，「主要な活

動（KA: Key Activities）」，「主要パートナー（KP: Key Partners）」，「収益の流れ（RS: Revenue 

Streams）」，「コスト構造（CS: Cost Structure）」に分類し，それぞれがどのように関わり合って

いるかを描き出すために用いられるフレームワークである（図 2 参照）。

　KBP における最初の「妄想」フェーズでは，社会・地域の課題や既存プロセスの再構築，

複数の経営資源から発想して，具体的なサービスアイデアを生み出すことが目指されるが，こ

れは BMC の構成要素のうち，「顧客セグメント（CS）」と「価値提案（VP）」，つまり誰（どの

ような課題を持つペルソナ）に対してどのようなサービス価値を提供するのか，を明確化するこ

とに対応している。なお KBP では，サービスアイデアが既に参加企業が提供している商品

（製品・サービス）ありきの発想とならないよう，「価値提案（VP）」は「顧客価値（ライフシー

ン）」と「販売商品（コア商品）」の 2 つに細分化されると考え，前者（ターゲット顧客にとっての

価値）をまず発想したうえで，その顧客価値を提供する触媒としての最適な後者（具体的なコア

商品）を検討すべきとされる。また，イノベーティブなアイディアか否かの判断基準として，

そのアイディアの活用によって，ペルソナの行動変容が起こるのか（起こらない場合は改善アイ

ディア）の検討が求められる。

　次にアイデアをサービスモデル化する「構想」フェーズでは，「チャネル（CH）」，「顧客関

係（CR）」，「主要なリソース（KR）」，「主要な活動（KA）」，「主要パートナー（KP）」といった
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BMC の他の要素との関わりを仮説的に設計したうえで，そのモデルの妥当性をリサーチによ

り検証することが目指される。例えば，「ターゲット顧客の行動特性・感情特性を刺激し，

〇〇という行動が引き出せるはずだ」，「△△サービスが利益貢献・コスト低減貢献・市場拡大

貢献に通じ，主要パートナーとして協力してくれるはずだ」等の仮説のもとでいったんサービ

スモデルを設計するが，それが本当に正しい想定であるかを実際の潜在顧客やパートナー候補

に対する調査（ヒアリングやアンケート等）により検証するのである。また，サービスアイデア

が明確化されたこの段階以降では，「アドバイス会」やチーム活動への講師・アドバイザーの

介入を通じて，各チームのサービスモデル等へのフィードバックの機会も積極的に設けられ

る。各チームは，こうしたデータに基づく仮説検証や他者からのフィードバックを通して，自

分たちが提案するサービスアイデアについて，「何故今まで無かったのか？」，「本当に必要

か？」，「出来るのか？」，「何が不足しているのか？」，「そのサービスをやり切れる（覚悟はあ

る）のか？」といった視点でより深く検討することになる。もし仮説が検証されなかった場合

や想定通りにサービスモデルが機能しないことが明らかになった場合などは，ターゲット顧客

や価値提案の内容も含め，サービスモデルの要素のピボットが検討される。

　最後に，サービスモデルをビジネスモデル化する「実装」のフェーズでは，これまで検討し

てきた BMC の各要素に加えて，「プロフィットプール（収益の源泉）」と「競合差別化の内容

（クローズ戦略）」が検討され，全体としての「ターゲットビジネスの市場規模」が推定される。

なお，BMC では「収益の流れ（RS）」と「コスト構造（CS）」という要素も検討されるが，多

様なステークホルダーのエコシステムで形成される DX ビジネスでは，収益モデルはより複雑

となるため，これらは「マネタイズ」の問題として別途より詳しい検討がなされる。

　以上のプロセスを通じて作成されたビジネスモデルは，最終的に事業企画案としてまとめら

図 1　KBP のビジネスモデル設計の全体プロセス

②サービスモデルの検討
（構想フェーズ）

フィードバック

モデリング
（仮説）

リサーチ
（検証）

サービス
アイデア

何故今まで無かったのか？
本当に必要か？
出来るのか？
何が不足しているのか？
やり切れるのか？

妄想
既存

プロセスの
再構築

複数の
経営資源

社会／
地域課題

課題変換
ビジネス
モデル化

事業化
（本番）

改善

③ビジネスモデル全体の検討
（実装フェーズ）

①サービスアイデアの検討
（妄想フェーズ）

（出所：KBP の講義資料より作成）
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れ，「最終発表会」にて 30 分間のプレゼンテーション（チームからの説明と質疑応答を含む）が

行われる。ここで事業化の判断がなされれば，提案したチームメンバーの所属する企業との共

同事業として具体的に検討が進められる。ビジネスモデルとして改善すべき点が指摘され，

サービス提案としては意義が認められるもののすぐには事業化が難しいと判断された場合に

は，「継続検討」として KBP 終了後，有期限でチーム毎の検証作業とビジネスモデルの改善

が進められる。

4-4．方法論レクチャーで活用されるフレームワーク

　方法論レクチャーでは，こうした BMC をベースとしたビジネスモデル化の枠組みだけでな

く，各フェーズで有用な知識やツールも講義されるため，参加者はそれらを活用して事業企画

のチーム活動を進めていく。

①妄想（アイデア出し）

　最初の「妄想」のフェーズでは，各チームが「実現したい・解決したい課題は何か？」，「提

供されるサービスアイデアによってもたらされる顧客価値とは？」といった発想を膨らませ，

サービスアイデアの創出へとつなげることが期待される。インプットの講義では，継続的な

DX ビジネス創出の重要性，事業企画全体を通して意識されるべき「リーンスタートアップ」

手法の概要，アイデア出しの 2 つのアプローチ（目的主導：Causation ／手段主導：Effectuation），

行動変容のサービスアイデアへ組み込む発想，持続的なビジネス成長に必要な 7 つの要素，

といった内容が説明される。

図 2　拡張されたビジネスモデルキャンバス（BMC）

（出所：KBP の講義資料より作成）
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　さらに，「オズボーンテンプレート」17），「シンギュラリティ大学メソッド」18），「四則演算

法」19）などの強制的にアイデアを生み出す枠組みや，「リフレーミング」20）といった複数のア

イデアの発想法が紹介され，参加者はこうした方法の活用をレクチャーでの演習やチーム活動

を通じて体得していく。

　こうしたプロセスの進め方には，いくつかのポイントがある。

　第一に，はじめから具体的な製品・サービスのアイデアを発想すべきではなく，まずは顧客

課題を解決する仕組み・機能や価値に関するアイデアの創出が求められることだ。「妄想」

フェーズで目指される到達点は，ターゲット顧客の象徴的なモデルであるペルソナを特定し，

彼／彼女の感じている課題及びシーンに基づいて，アイデアを整理することである。したがっ

て重要なのは，ペルソナをネガティブな感情にしているもの（課題）を特定し，その解消のた

めにはどのような仕組み・機能が必要か，をチームが明確化することである。

　こうした整理を助けるために，KBP では「シナリオ・テンプレート」と呼ばれるフォー

マットが活用される。このテンプレートで整理されるべき要素には，ペルソナのプロフィール

（属性や趣味，性格，習慣など），ペルソナがネガティブな感情になるシーン（いつ・どこで），ペ

ルソナが抱えるネガティブな感情（課題）とその事由，上記状況を形成するペルソナの感情特

性・行動特性と、ペルソナに影響を与えている主要な人物（ステークホルダー）及び環境因子が

含まれる。それらを整理したうえで課題の真因を明らかにし，特定された解決すべき課題に対

して，ペルソナにポジティブな感情変容・行動変容をもたらすサービス概要（アイデア群），ポ

ジティブな変容の内容（サービスが提供する顧客価値）が提案されるのである。

　ただし，チーム資源に基づいて「私たちで何ができるのか？」からアイデア出しをするパ

ターンでは，必ずしも最初から特定のペルソナ像やその課題が明確でないことも考えられる。

その場合には先述の通り，まず想定顧客やパートナー候補を全て挙げ，彼／彼女らに対して許

容可能なリスクの範囲で繰り返し POC を用いた検証を行うことで明確化していくべきとされ

る。

　例えば，過去の KBP で生み出された「共稼ぎ世帯で役割分担を見える化し，家事育児に

対する夫婦の認識の差を埋める」というアプリのサービスアイデアは，当時として非常に新

規性が高く，女性活躍や少子化といった社会課題に対する意義も大きい企画として高い評価

を受けた。最初にチームメンバーが発想したアイデアは，AI 技術を活用した知育玩具のよう

な全く異なるものだったが，チーム活動を通じてペルソナの課題の真因が追求される中で，

「家事育児負担に対する夫婦の認識の差」が解決すべき顧客課題として明確化されたのだっ

た。

　第二に，アイデアの実現可能性に関しては，いったん判断を留保することだ。先述したアイ

デア発想法活用の結果，期待される顧客価値は大きい反面，新規性の高さゆえに実現性が低い
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と見なされるアイデアが生まれる場合もある。新製品開発プロセスにおいて，市場化されれば

成功しただろうアイデアを排除してしまうことは「ドロップエラー」と呼ばれるが，実現性が

低いものを簡単に切り捨てることでこうした過誤を増やす恐れがある。KBP では，実現性が

低いと見なされるアイデアを前に進めるべきか否かは，チームのリスク許容範囲を超えない限

りにおいて，実効性を検証しながら見極めていくことが推奨されている。つまり，一見新規性

が高すぎるアイデアのように思われるものでも，それがチームとして有意味と判断されるなら

ば，まずは許容可能なリスクの範囲で POC（試作）を検討してみる。POC を主要な関与者へ

打診・交渉した結果，アイデアに対するコミットメントが獲得できる（例えば，想定顧客から好

ましい反応を得る，パートナー候補から協力を得られる）ならば，実効性も高いため推進すべきと

考えられるのである。逆に，想定したコミットメントが得られない場合には，関与者からの

フィードバックを踏まえて積極的にピボットすべきと考えられる。

　こうした考えの背景には，事業アイデアの MVP（Minimum viable product：実用最小限の製品）

をなるべくコストをかけずに試作し，顧客からの反応をフィードバックし，試作品やサービス

アイデアを改善する，というサイクルを繰り返すことで成功率を上げる，リーンスタートアッ

プ（Ries 2011）の発想がある。

②構想（サービスモデル化）

　次に，「構想」のフェーズでは，アイデアを「サービスモデル」へとデザインすることが求

められる。このフェーズで特徴的なのは，ペルソナだけではなく，ペルソナのポジティブな感

情変容・行動変容に影響を与える主要ステークホルダーの視点を組み込んで，サービスに求め

られる機能がより精緻に定義されることである。具体的には，「妄想」のフェーズで生み出さ

れたアイデア群のうち優先度の高いものについて具体的な使用シーンを想定した上で，シーン

に現れる「主要ステークホルダー」と「環境因子」を抽出し，それらが「サービス」に要求す

る機能をデザインする，というステップで検討される。

　例えば，「スポーツが上手くなりたい学生（ペルソナ）に対するオンライン指導サービス」

（e.g. オンラインで映像を送ると画像解析とプロの視点による指導を受けられるサービス）というアイデ

アについて，「競技未経験者が指導顧問である高校のテニス部における活用」を具体的な使用

シーンとするならば，主要ステークホルダーには，「オンライン指導をするプロ」や「高校の

指導顧問」が含まれることになる。ペルソナである学生は，サービスに対して「自分の欠点を

具体的に知りたい」や「自分に合った練習メニューを知りたい」など複数の機能を要求すると

考えられるが，一方で「プロの指導者」は「自分の専門以外の知識（ケガをしない身体づくりや

ストレッチなど）も知りたい」，「他の指導者と情報交換をしたい」といった機能，「顧問」は

「学生の上達の状態を知りたい」，「他校のチームとの差を知りたい」などの機能を求めること
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が想定されるだろう。

　また，サービスが相互作用するステークホルダーは，必ずしも人間に限定されない。サービ

スの使用シーンに影響を及ぼす組織や制度，施設といった人工物，あるいは光や天候，生物な

どの自然物が存在する場合には，それら「環境因子」が要求する機能もまた考慮しなければな

らないと考える。先のオンライン指導のサービスの例では，タブレットなど活用のためのデバ

イスや Wi-Fi などの通信環境の影響を受けることが想定されるため，それら環境因子の制約

（要求する機能）もまた，サービスデザインに組み込む必要がある。

　以上のプロセスを経て，サービスの機能をブレイクダウンした後に，具体的なサービス設

計として整理していく。要求されるサービス／機能は，どのような提供物を通じて実現され

るのか，その提供形態，求められる操作性，品質／性能，サービスが取得すべきインプット

情報と処理結果として生み出されるアウトプット情報などを，一覧表として整理し POC を策

定する。

　このフェーズのもう一つの特徴は，こうして一旦サービスの設計を行った後，時間軸（顧客

動線）を動かして，サービスの拡張可能性が検討されることだ。上述のようにサービスデザイ

ンでは，まずは一時点の使用シーンを切り取ることで機能の詳細が設計されるが，一方で，顧

客のサービス使用とそれによる価値の実現（ネガティブな感情をポジティブに変容させること）は，

サービス使用の事前・事後を含む一連の時間的流れの中で経験されるものである。したがっ

て，サービスの利用によってペルソナの感情・行動がポジティブに変化するならば事前・事後

の経験も変化すると考えられるため，そこで生まれるネガティブな感情を解消し，ポジティブ

な感情を最大化するように，サービス機能を拡張できないか，と発想するのである。実際に

は，こうした時間軸を考慮したサービス適用は，「カスタマー・ジャーニー・マップ」などの

テンプレートを用いて，利用前・利用中・利用後におけるペルソナの具体的な行動と感情変化

を整理することで検討される。

　例えば，過去の KBP から生まれたサービスに，観光事業を支援する公益財団法人のサービ

スとして社会実装された「インバウンド観光客に対する AI を活用した旅先コンテンツと電子

クーポンの提供」を行うアプリケーションがある。従来紙で配布されていたガイドブックを電

子化する中で，ビジネスモデル自体が大きく変革された事例である。加盟店の広告費で制作さ

れていた紙のガイドブックは掲載施設・店舗の数に制約があったが，ペルソナであるインバウ

ント観光客の満足を最大化するためには，旅先コンテンツの拡充と，周遊経路や嗜好に応じた

タイムリーな情報提供が必要だと考えられた。そのため，カイドブック掲載料の無償化により

コンテンツを増やし，さらに顧客動線や国別の嗜好に合わせた個別リコメンドの機能を提供す

る一方で，掲載料の代わりに電子クーポン配信によって施設・店舗へと誘客することで収益増

加も実現するモデルが設計された。加えて，サービス利用により旅行者の価値が最大化されれ
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ば，旅行前・旅行後の感情・行動変化も想定されたため，例えば旅行前には属性・訪問回数に

応じたふさわしい旅行ルートを計画できる機能，旅行後には思い出・感動を共有するための機

能，といった，拡張的なサービス機能を構想することも可能になったのである。

　加えて，この段階においてターゲット顧客層の拡張可能性もまた検討される。これまでのプ

ロセスでは市場規模は追わず，たとえニッチでも特定のペルソナとその課題に特化して具体的

なサービスデザインが構想される。初めから想定顧客を広くすれば，ペルソナの課題への理解

と対応を阻害する恐れがあるためだ。その代わり，サービスデザインが明確化した段階で，同

じサービスが他のペルソナからどのように評価されるかという視点で，顧客層が広がらないか

の検討がなされるのである。

　「構想」フェーズでは，加えて BMC を構成する他の要素である，「顧客関係（CR）」21），「チャ

ネル（CH）」22），「主要な活動（KA）」23），「主要なリソース（KR）」，「主要パートナー（KP）」24）

を考えることで，サービスデザインの完成が目指される。

③実装（ビジネスモデル化）

　最後の「実装」フェーズは，サービスモデルをビジネスモデル化する段階である。ここで

は，これまで設計してきた BMC の要素に加えて，「競合差別化の内容（クローズ戦略）」と「プ

ロフィットプール（収益の源泉）」，「ターゲットビジネスの市場規模」が検討される。事業計画

に対する投資の意思決定をする上では不可欠な，新しいビジネスの市場規模の見込みや事業と

しての収益可能性は，この最終段階においてはじめて具体化される。

　「競合差別化の内容」として検討されるのは，追随する競合他社に対していかに持続的な優

位性を維持するかという価値獲得の問題である。具体的には，サービスを構成する機能アセッ

トについて，技術などを秘匿または特許権などの独占的排他権を実施できないか，あるいは顧

客価値を形成する仕組みのビジネスモデル特許取得やブラックボックス化できないか，といっ

たクローズ・モデルの知財戦略が検討される。

　「プロフィットプール（収益の源泉）」や「ターゲットビジネスの市場規模」は，同じサービ

スデザインでもマネタイズの設計により大きく変化する。とりわけ DX ビジネスでは，事業者

がサービス享受者である顧客から対価を受ける「直接モデル」はマネタイズの一形態に過ぎな

い。例えば Google の検索エンジンサービスのように，顧客は無償でサービスを利用できる一

方で，そうしたサービス享受者の情報や場を提供することにより，彼／彼女らに商品・サービ

スを提供する企業等のステークホルダーから対価を得る「間接モデル」も多く用いられてい

る。また，サービス価格の設定に関しても，定価を設定する「定額モデル」以外に，利用量に

応じた「従量制」や需要に対応して価格を変動させる「変動制モデル」も考えられる。どのよ

うなマネタイズの方法が最適かは，サービスの性質やターゲット顧客の特性，サービスを通じ
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て実現すべきビジョンに基づき検討すべきとされる。

　こうしたマネタイズの意思決定は，基本的に次のように進められる。はじめに，「構想」

フェーズで整理された主要なステークホルダーの中から，サービス提供によりベネフィットを

得るステークホルダー（企業や団体など）を抜き出す。次に，それらのステークホルダーがベネ

フィットを感じる（嬉しい）事由について仮説を立てた上で，必要であれば（サービスコンセプ

トを逸脱しない範囲で）追加サービスのデザインと全体の補正を行い，マネタイズのパターン

（直接モデルか，間接モデルか，あるいは無償か）を整理していく。こうして設計された収益モデル

と，見込まれるステークホルダーの規模が推定されれば，事業展開した場合の市場規模もまた

推定可能になる。

　なお，BMC の要素である「コスト構造（CS）」に関しては，7Ss で構成される資源（ハード

の S: Strategy/Structure/Systems 及びソフトの Ss: Shared Values/Skills/Staff /Style）に関する間接

コスト，ならびに 4Ps（Product/Price/Place/Promotion）に関わる企画・マーケティングの直接

コストの試算が含まれる。さらには，資金計画書や，企業全体としての事業ポートフォリオ，

資源配分の視点も考慮した，経営企画・財務機能設計の問題も検討されることがある。

4-5．モデルの検証と事業化の意思決定

　最終的に策定された事業企画は，KBP の活動最終日に実施される報告会で各チームによる

プレゼンテーションが行われ，合理性，フィージビリティ，マーケッタビリティ，事業体ケイ

パビリティ，斬新性（ユニーク性），投資額等の観点から審査員による評価を受けることになる。

ただし，これまで確認してきたビジネスモデル化のプロセスでは，特定のペルソナが抱える課

題を解消するサービスを“妄想”することを出発点とし，また主要なステークホルダーの要求

を“妄想”することでサービス機能及びマネタイズの設計がなされる。いわばニーズに関する

複数の仮説を設定し，それらに基づきビジネスモデルの詳細が設計されてきたと言える。

　そのため，ペルソナやステークホルダーが本当に仮説通りのニーズ・感情を抱き，期待通り

の反応をするかについては，アイデアや POC ができた段階で必ず検証を行うべきだと考えら

れている。実フィールドで仮説を検証する方法にはヒアリングやアンケート調査など様々ある

が，「想定した通りに感情が変化するのか？（サービスが受け入れられるのか？）」，「サービスに

想定するお金を払っていただけるのか？」といった仮説を検証し，その結果をフィードバック

して仮説を修正し，再度サービスモデル／ビジネスモデルを検討して，より実効性の高い事業

企画として仕上げていくことがチームにとっては重要となる。
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5．考察

　こうした新たなビジネスモデル創出に向けた KBP の取り組みからは，先述のように事業化

に進んだ企画も複数生まれており，一定の成果を残していると言える。また 2019 年度からは，

過去に KBP にパートナー企業として参加した大手 B to C メーカーが主体となり，KBP と同

じ事業企画プログラムを自社で展開する例も生まれており（兵働氏が同様に講師を務め，日本ユニ

シス及び他のパートナー企業の社員と立命館大学の学生がチームメンバーとして参画している），社内の

プロジェクトにとどまらない更なる広がりを見せている。

　一方で，KBP の取り組みは，どのような業界・組織の大企業にとっても，破壊的イノベー

ションに繋がり得る新たなビジネスモデルを生み出す最適な施策である，と言い切ることはで

きない。実際に，KBP のプロセスで活用される方法論自体も，過去の経験を通して見出され

た気づきを踏まえて毎年改訂が加えられており 25），兵働氏自身も完成形と見なしているわけ

ではないと言える。

　それでも，価値基準の変化を伴う新たなビジネスモデルの創出という困難な課題に対し，社

外のパートナーと共に取り組んでいくために，どのようなプロセスや工夫が求められるのか，

という本稿の研究課題に対して，KBP の実践は有益な示唆を提供すると考えている。以下で

は，それらを整理してみたい。

5-1．事業性ではなくメンバー間の合意に基づく妥当性の判断

　既存企業が新規事業を生み出す際に直面する大きな課題として，事業アイデアのスクリーニ

ングのために従来のビジネスモデルにおける価値基準を活用できない点が指摘された。新規事

業を組織的に推進するには，事業アイデアを前に進めるべきかを何らかの方法で評価すること

が不可欠である一方で，もし既存事業と同じ基準で評価しようとすれば，破壊的イノベーショ

ンに繋がりうるアイデアを排除する恐れがある。

　KBP で生みされた事業企画が最終的に評価される場は，事業化の意思決定権限を持つ各社

の役員・管理職が審査員として参加する最終報告会である。そこで事業化が決定された提案

は，その後日本ユニシスとの共同事業として検討が進められる。ただし，この最終報告会に至

る過程では，積極的に事業アイデアのスクリーニングがなされることはない。複数回実施され

るアドバイス会も，その目的は企画内容の選別ではなく，アイデアの改良やピボットのための

フィードバック獲得が中心となる。つまり，事業化すべきか否かの意思決定はできる限り延期

したうえで，KBP のプロセスの中ではいかに企画の実効性を高められるかに注力するのであ

る。
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　KBP において，あるサービスアイデアを前に進めるか否かに最も影響する基準は，事業性

ではなくむしろ，チームを構成するメンバーが，ペルソナとその課題，そして最終的には課題

解決サービス案に合意できるかどうかだろう。なぜならば，明確なターゲット顧客像がチーム

内で共有できない限り，後の段階でステークホルダーを特定してサービスの機能設計をするこ

とも，時間軸を動かしてサービスの拡張可能性を検討することも，行き詰まると考えられるた

めだ。

　また，こうしたターゲット顧客やその課題は，多くの場合，公式的なマーケットリサーチを

基に特定されるわけではないことも特徴と言える。アイデアが革新的であるほど，いまだ存在

していない市場機会を分析によって特定することはできない。市場機会の認識は，むしろチー

ムメンバーとそのパートナーによる「意味形成（sense making）」（Weick 1995）の結果として

生み出されるのであり，それが事業としての妥当性に根拠を与えていると言える。このような

KBP のプロセスのスクリーニング基準について，兵働氏は「検討メンバー及びそのパートナ

の『創造されたアイディアは必ず必要だ（課題解決になる）』という“熱量”だ」と表現する。

5-2．関係性と共通言語の構築を通じたリソース結合

　妥当性評価の難しさに加え，ビジネスモデル創出を社外のアイデアを取り入れたオープンイ

ノベーションの体制で推進するならば，そもそも誰をパートナーすべきか，社外のどのような

リソースがイノベーション創出に重要であるかを，事前に特定することにも大きな困難が生じ

る。また，仮に事業アイデアに必要なリソースを持つパートナーを見極めて共に事業開発を進

めるとしても，成果が不確実な中ではアイデア自体をピボットせざるを得ない事態も起こり得

る。

　KBP では，サービスモデル化のフェーズで獲得が構想されるパートナーを除けば，チーム

メンバーとして共に事業企画をするパートナー企業は全て，元々日本ユニシスのクライアント

である DX 推進に積極的な大企業だ。そうしたクライアント企業のうち，B to C ビジネスで

新規事業を模索しており，オープンイノベーションの取り組みにも積極的な企業に対して

KBP の事務局が声をかけ，次期のカリキュラムに参加するパートナー企業が決定する。日本

ユニシスとパートナー企業は，もともとは ICT ソリューションベンダーとクライアントの関

係ではあるものの，KBP ではクライアント自身の課題を解決するサービス開発（これはすなわ

ち性能向上を目指す持続的な技術変化と言える）ではなく，それぞれの参加者が構想するアイデア

を新規ビジネスとして実現することを目的としている。したがって，パートナー企業からの参

加者がもたらすリソースはクライアントのニーズのような市場情報には限定されず，日本ユニ

シスの参加者が持ち込むリソースも ICT の知識のような技術情報にとどまらない。

　また KBP のカリキュラムは，兵働氏が講師を務め，すべての参加者は同じ受講者の立場で
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「方法論レクチャー」を受講することからスタートする。この仕掛けは，事業創出で活用され

るフレームワークを学習するためのみならず，業界・組織ごとに異なる知識体系を持つチーム

メンバーが，相互に知識をやり取りするために不可欠な共通言語を構築する上でも重要な場と

して機能している。こうした共通言語の存在は，オープンイノベーションにおける調整コスト

を低減する上で極めて重要だと言える（清水・星野 2012）。また同じ受講者としての仲間意識が

醸成されるため，企業人／学生，ベンダー／クライアントといった立場の違いを超えて，チー

ムメンバー間の対等な対話を促すことにも寄与していると考えられる。

　これまで確認してきたように，KBP におけるパートナー企業との関係性は，事業にとって

必要なリソースを持つゆえに構築されるわけではない。むしろ，対話可能な関係性が先に構築

されることで相互理解が促され，各メンバーが持っている固有のリソースの価値が別のメン

バーによって見出される，という逆の順番で，重要なリソースが特定されていくのである。実

際チームには，ビジネスの経験や知識を持たない学生もメンバーとして参加するが，メンバー

同士の何気ない会話から引き出された学生固有の関心や悩みから，新規のサービスアイデアに

繋がる課題が発見されることも少なくない。

5-3．非予測的コントロールに基づく新規事業の推進

　最後に，こうした KBP の新規事業企画プログラムの特徴は，環境の不確実性に対するアプ

ローチとして近年注目を集める「非予測的コントロール」（non predictive control） （Sarasvathy 

2001, 2008）とも多くの共通点を持っていることが指摘できる。

　これまで議論したように，価値基準の変化をともなうイノベーションは，従来のビジネスモ

デルを前提にその潜在性を適切に評価することはできない。アイデアが革新的な製品・サービ

スに繋がり得るものであるほど，最初の段階で市場ニーズは明確ではないため，いくら調査に

よって追加情報を収集し成果を予測しようにも，その確率予測には大きな不確実性が伴う。

　一方で，こうした高い不確実性に繰り返し対処した経験を持つエキスパートの起業家を対象

とする意思決定実験からは，予測ではなく「コントロール」に集中することで望ましい成果を

導こうとする傾向が明らかにされている（Sarasvathy 2008）。こうした非予測的コントロール

に基づく起業家的思考様式は，全体として「エフェクチュエーション（effectuation）」と呼ば

れ，具体的な要素として （1） 目的ではなく手段に基づき「何ができるか」を発想すること（「手

中の鳥」の原則），（2） 期待利益ではなく最悪の事態における損失の許容可能性を重視すること

（「許容可能な損失」の原則），（3） 事前のコミットメントによるパートナーシップを通じて未来の

コントロール可能性を高めること（「クレイジーキルト」の原則），（4） 既存のケイパビリティや

リソースだけでなく，偶然を柔軟に取り入れて活用すること（「レモネード」の原則），といった

ヒューリスティクスから構成される。
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　KBP のプロセスに見られる，まずチームメンバーが持つ知識や活用可能なリソースからア

イデアを発想することや，リスクが許容できる範囲で POC を検討し，潜在顧客やパートナー

候補への交渉を繰り返すというパターンは，エフェクチュエーションの「手中の鳥」の原則や

「許容可能な損失」の原則との親和性が高いことが理解できる。成果の予測可能性が極めて低

いからこそ，すぐに活用できる手段と限られたリスクテイクの範囲で，ともかくサービスアイ

デアをアウトプットすることが重視される。

　ただし，自分たちでできることに着手するだけでは有望な新規事業に繋がるとは考えにく

い。実効性を高めるプロセスで重要になるのは，アウトプットされたアイデアに対し，できる

限り他者のリソース（視点やアイデア，ネットワークを含む）を組み込み，最初に妄想されたアイ

デアや構想されたサービスモデル自体の変換・拡張を繰り返すことである。

　KBP において，こうした他者からのフィードバックを組み込んだアイデアの変換は，まず

チーム内のメンバー間で起こり，結果として特定のペルソナとその課題・課題解決サービス案

についての合意形成に至る。さらに，POC による検証やアドバイス会など，チーム外のス

テークホルダーに対してサービスモデルを打診・交渉するプロセスを通じて，更なるフィード

バックが獲得される。その結果，サービスモデルの前提であった仮説が支持されない，あるい

は逆に，顧客・パートナー候補から想定外のコミットメント（支持や別のアイデア，リソース提

供など）を得た場合には，そうした結果を組み込んだサービスモデルのピボットが行われる。

このように，外部環境との相互作用により要素を継続的に追加し，プロジェクト自体を再形成

していく側面は，「クレイジーキルト」の原則や「レモネード」の原則に関わっていると言え

る。

　こうした変換・拡張を繰り返し，ビジネスモデルの実効性はますます高まっていく。最終報

告会の審査員となる日本ユニシス及びパートナー企業役員・管理職もまた，チームメンバーに

対して重要なリソースを提供するパートナーの一形態であると見なすことができる。彼らがコ

ミットメントを提供することで，それらの既存企業が推進すべきイノベーションとしての正当

性が獲得されるのである。

6．おわりに

　日本ユニシスの KBP の事例を通して，次の点を確認することができた。第一に，いまだ市

場が存在せず大きな不確実性と伴うイノベーティブな事業開発であっても，チームメンバーに

よる意味形成を通じて明確な市場像を持つことは可能であり，それがパートナーと共有される

ことが事業企画を推進する足場になっていること。第二に，そうした共通の市場認識を生み出

すための前提として，多様な価値観（文化）を持つメンバー同士が対等に対話できる関係性や
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共通言語の存在が重要であることだ。互いが持つアイデアやリソースの価値は，他のメンバー

によって，時には本人が思ってもいなかった形で見出される得るのであり，つまり市場機会の

認識は，相互作用の結果として共創されるものだと言える。

　本稿で得られた示唆は，イノベーションに繋がる機会がどこかに存在していると考え，それ

をいかに「発見」するかに焦点を当てる先行研究（e.g. Shane 2000），ならびに，社外のルート

を含めて価値あるアイデアやリソースを探し求める事業開発の実践に対して，新たな視点を提

供するものと考えている。

　ただし，こうしたアプローチがとりわけ有効なのは，新規事業開発の中でも，顧客や価値基

準における非連続性を伴うゆえに，従来のビジネスモデルの延長線上で考えることができない

場合である。逆に，依拠すべきビジネスモデルが当初から，またはある時点で確立されている

のであれば，新規事業をより大きく成長させ，競争に対応しつつ利益を安定して獲得していく

ために，より分析的なアプローチで技術やリソースならびに顧客の評価を行い，価値保持を可

能にする戦略構築をすることも求められるだろう（栗木 2021）。

　新規事業が直面する問題空間の特性を見極めたうえで，アプローチを使い分けることが重要

だと言える。

＜注＞

1） 実際には，Christensen（1997）においては，「破壊的イノベーション」ではなく「破壊的技術」とい

うことばで表現されている。しかし，「破壊的技術」は「急進的」技術，「独創的」技術といった用語

と同等のものとして扱われる傾向にあったため，誤解を避けるために Christensen & Raynor（2003）
では，「破壊的技術」の代わりに「破壊的イノベーション」という用語を用いている。

2） たとえば破壊的技術の一つの事例として取り上げられている，ハードディスクドライブ業界における

8 インチ・ドライブの顧客となったのは，ミニコンピュータのメーカーという新しい顧客だった。

Christensen（1997）によれば，それまでハードディスクドライブの主要顧客だったメインフレーム

のメーカーにとって，8 インチ・ドライブは，従来型の 14 インチよりも 1MB あたりコストが高い魅

力のない製品に過ぎなかったが，新しい顧客は自分たちにとってより重要な，小型であるという特徴

を高く評価した。また破壊的技術は従来技術とコスト構造において異なっており，メインフレームで

用いられる 14 インチ・ディスク・ドライブ・メーカーの平均的な粗利益率は 60% に及ぶのに対し，

ミニコンの 8 インチ・ディスク・ドライブ・メーカーの粗利益率は 40% にすぎなかったが，それで

も収益をあげられるコスト構造を持っていることが指摘された。

3） 実際 Christensen（1997）の事例でも，8 インチ・ドライブのメーカーは，登場した当初は容量の低

さでメインフレームの市場の要求に応えることができなかったが，ミニコンという新しい市場での利

用が開始されると，ミニコン市場の需要の 2 倍近い年率 40% 以上のペースで容量を増やせるように

なっていった。その結果，80 年代半ばには，メインフレームに必要な容量を供給できるようになり，

1MB あたりのコストも 14 インチのそれを下回ったため，14 インチ・ドライブの実績あるメーカーの

顧客を引きずり出し始め，最終的に 14 インチ・ドライブのメーカーは全て撤退を余儀なくされたの

である。

4） Christensen and Raynor (2003), p.58.
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5） Christensen and Raynor (2003), p.58.
6） Christensen and Raynor (2003), p.55.
7） Christensen (1997), p.64.
8） 「バリューネットワークの中では，各企業の競争戦略，とりわけ過去の市場の選択によって，新技術

の経済的価値をどう認識するかが決まる」（Christensen (1997), p.63.）とされる。

9） Christensen and Raynor (2003), p.247.
10）  一般社団法人日本経済団体連合会「Society 5.0－ともに創造する未来－」（https://www.keidanren.

or.jp/policy/society5.0.html）最終閲覧日：2021 年 2 月 19 日．

11） 株式会社 WiL 共同創業者 CEO の伊佐山元氏が，2012 年 12 月ごろから使い始めた比喩的な表現であ

るという（日本生産性本部 2018）。
12） 「既存の組織には，複雑な承認プロセスやルール，しがらみなどが多く，迅速で大胆な取り組みには

適していない場合が多い。本体トップの意思のもとで，出島に権限，人材，資金，技術を投入し，全

権委任かそれに近い形で自由に活動してもらうことでイノベーションを起こすことが有効である。」と

述べている。

13） 公益財団法人日本生産性本部「『イノベーションを起こすための工夫』に関する大企業アンケート報

告書」（https://www.jpc-net.jp/research/assets/pdf/R19attached2.pdf）最終閲覧日：2021 年 2 月 19
日．

14） 訳書，「まえがき」，p.xi.
15） オープンイノベーションでは，ビジネスモデルを企業内での R&D プロジェクト評価に力を注ぐ認知

装置と位置付け，ビジネスモデルに合致するプロジェクトを拾い立ち，合致しないものは捨てるべき

とされる（Chesbrough 2006, Chesbrough & Rosenbloom 2002）。
16） 日本ユニシス関西支社と立命館大学との関係では「受託研究」という関係のもと，秘密保持契約書を

交わした。参加した学生は，経営学部の専門演習・専門科目で商品企画プロセスを学ぶ学生，及び全

学のイノベーター養成プログラムに参加する学生であり，学生の時給・交通費は「研究委託費」とし

て大学側に支払われ，大学から学生に支払いが行われた。

17） 「オズボーンテンプレート」とは，Osborn（1948）が提案した創造的な努力によってアイデアを生み

出すための方法を元にした発想法である。具体的には，他の用途（Other uses），模造（Adapt），変

更（Modify），拡大（Magnify），縮小（Minify），代用（Substitute），再配列（Rearrange），逆転

（Reverse），結合（Combine）という 9 つの視点を用いて，強制的に商品／サービスのアイデアを生

み出す。

18） KBP で紹介されている「シンギュラリティ大学メソッド」は，シンギュラリティ大学でイノベーティ

ブなアイディアを想起させる多くのメソッドの中で，半強制的にアイディアの種を作り，そこからア

イディアを具現化していく 1 つのメソッドである。

20） KBP で活用されるリフレーミングとは，既存のバリューチェーンを構成するプロセスの省略や入れ替

えによって，新たな顧客への提案価値を生み出すことを指す。一般には，「アンバンドリング」や

「リ・バンドリング」とも呼ばれる。

21） 「顧客関係（CR）」は，ターゲット顧客が，信頼・安心して「欲しい」「使ってみたい」と思える関係

性をどのように構築するかのデザインである。KBP のプログラムでは，佐藤（2017）より，持続的

な関係構築の要素として，「インセンティブ（切掛け）」，「リアルタイム性（多接点）」，「不確実性

（ゲーミフィケーション）」，「ヒエラルキー（ポジションの見える化）」，「コミュニティ（参加者交流

の機会）」，「寿命（改革・変化）」，「共同幻想（共有できる価値観）」の要素をモデルに反映すること

を重視している。

22） 「チャネル（CH）」としては，サービスの「プロモーション」，「提供」，「フォロー」の 3 つの段階で

それぞれ商品・サービスのコンセプトを壊さないようなチャネルがデザインされる

23） 主に，販売活動と製造活動の 2 種類が想定される。販売活動には，オンライン／リアル店舗，直販／

間接販売といった選択肢があるが，いずれの場合も顧客価値及び顧客関係性を壊さないようにデザイ
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ンされるべきとされる。製造（サービス生成）活動も，内製／外部調達の選択肢があるが，スピード

を重視し，在り物の活動を最優先で考えるべきとされる。

24） 「主要パートナー（KP）」では，顧客価値を形成する主要素であり，サービス提供において代替が効か

ない「コアパートナー」と，代替可能な「サブパートナ」が区別され，コアパートナー以外はできる

だけ独立したパートナーからの調達が望ましいとされる。「主要なリソース（KR）」とは，サービス

を構成する機能を提供するための，あるいは主要パートナーとの関係構築において提供される，自社

のリソースである。

25） 直近では，コロナ感染症対策として全てのカリキュラムがオンライン化した中でチームビルディング

の課題が認識され，またメンバーが自身の所属組織に固有のリソース（資源・資産・ナレッジ）を洗い

出せず十分に活用できなかったという改善点が見つかったため，今後プロセスの再考などを実施する

予定であるという。
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